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新たな託送料金制度の詳細設計の検討について 
 

（趣旨） 

 今般改正された電気事業法において、託送料金制度（収入上限を定期的に承認し、そ

の範囲内で託送料金を設定する制度）が導入されることとなり、当該制度設計に係る詳

細検討を電力・ガス取引監視等委員会にて行うことが資源エネルギー庁の審議会におい

て整理された。 
それを踏まえ、今後、電力・ガス取引監視等委員会では、小売料金、託送料金の審査

に関する専門的な審議を実施してきた｢料金審査専門会合｣を、託送料金制度の詳細設計

に関する専門的な審議を行うため「料金制度専門会合」に改組し、必要な検討を進めて

いくことについて、ご審議いただく。 
 
 
１．背景 

 第２０１回通常国会において、「強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立を図るための電

気事業法等の一部を改正する法律案」が成立し、託送料金制度（収入上限を定期的に承認

し、その範囲内で託送料金を設定する制度）が導入されることとなった。 
 今後、一般送配電事業者に必要な設備投資を確実に計画・実施させるとともに、そうし

た設備投資がより能率的に行われるように、その制度設計の詳細を検討していくことが重

要となる。 
 この託送料金制度の詳細設計については、託送料金審査や事後評価を通じて専門的な知

見を有する当委員会が積極的に検討していくことが必要と考えられ、また、本日（７月２

０日）開催された資源エネルギー庁の持続可能な電力システム構築小委員会において、電

力・ガス取引監視等委員会と資源エネルギー庁が連携して詳細検討を行うものとされた。  

 
２．改組 

 これらの状況を踏まえ、電力・ガス取引監視等委員会の下部組織として小売料金、託送

料金の審査等を議論する場となってきた料金審査専門会合を、料金制度専門会合に改組

し、託送料金制度の詳細設計について議論することとしてはどうか。 
 
３．構成員及び座長の指名 

 専門会合の構成員は、委員と経済産業大臣が任命する専門委員のうち、委員長が指名し

た者により構成され、専門会合の座長は委員長が指名することとされている。本専門会合

については別添の者を指名してはどうか。
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※審議に当たっては、関係省庁、消費者庁、消費者団体、日本商工会議所、電力会社及び

新電力がオブザーバーとして参加予定。 


